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「小規模保育（利用定員６人以上19人以下）」「家庭的保育
（利用定員５人以下）」「居宅訪問型保育」「事業所内保育
（主に従業員の子ども、地域で保育を必要とする子ども）」
の４事業が新たに市町村の認可事業となります。
これに伴い、事業所の設備及び運営に関する基準が定め
られました。

放課後児童健全育成事業とは、保護者が日中就労等で家庭
にいない小学生に対し、授業終了後の遊びや生活の場を
提供するものです。放課後児童健全育成事業を行う事業
者は、市町村に届け出を行ってから事業を実施します。
そのため、職員の資格・人数、設備、開設日数・時間など
の基準が定められました。
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率
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７
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％
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か
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５
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引
き
上
げ
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か
ら
適
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）

※区画整理を行う地区の
実情に合わせて、地区
ごとに条例を定めるこ
とになっています。

 子育て支援新制度」に伴い 平成27年４月スタート！

 を条例化 施設・事業の設備・運営
に関する基準

 原案可決（賛成全員）

文教福祉常任委員会で審査



vol.67　

　補　正　予　算
原案可決（賛成全員）

【主なもの】
コミュニティ活動拠点整備事業 7228万円
役場周辺地区公共施設等高度利用計画に基づき、
多世代交流施設を整備するための工事費等

社会保障・税番号制度に伴うシステム改修費  
  2388万円

放課後子ども環境整備事業 200万円
放課後児童クラブの対象児童が小学校６年生までに
引き上げられることにより、新たに整備する放課後
児童クラブで必要となる備品購入費

農地中間管理事業機構集積協力金事業
  8072万円
農地中間管理事業の推進に伴う農地の集積協力金や
経営転換協力金等の追加

宅地造成事業 5億 8243万円
文化センター周辺地区の宅地造成事業を円滑に行う
ため、宅地造成事業特別会計への繰出金を追加

大雪被災家屋等支援事業 3000万円
２月の大雪で被災した住宅の修繕に対する補助金を
追加

9億 669万円増額し、総額125億 5311
万円になりました

一般
会計
（第５回）

保育所・認定こども園等を
利用するときには保育の必
要性の認定を受けることが
必要になるため、その基準
が定められました。

幼稚園・保育所・認定こども園等の施設・
事業者から申請を受け、町が各施設の利
用定員を定めたうえで、給付による財政
支援の対象となる施設であることの確認
を行います。
確認を受けるに当たり、遵守しなければ
ならない運営基準が定められました。
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仮
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落
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落
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０
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損
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９
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損
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損
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０
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７
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新
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 「子ども・  

保育の必要性
の認定基準


